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≪障害者差別解消支援地域協議会の役割≫
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１ 燕市障がい者自立支援協議会の役割

①複数の機関等によって紛争の

防止や解決を図る事案の共有

⑥障がい者差別の解消に資する

取組の周知・発信や障がい特性

の理解のための研修・啓発

⑤構成機関等における斡旋・調

整等の様々な取組による紛争解

決の後押し

④障がい者差別の解消に資する

取組の共有・分析

③障がい者差別に関する

相談体制の整備

②関係機関等が対応した相談事

例の共有

※「Ｈ28年3月障害者差別解消支援地域協議会設置の手引き（内閣府障害者施策担当）」より抜粋

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号。以下「障害者差別解消法」と
いう。）第17条において、国と地方公共団体の機関は地域における障がい者差別に関する相談等について
情報を共有し、障がい者差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うネットワークとして「障害者
差別解消支援地域協議会」を設置することができるとされています。
燕市では、障害者差別解消支援地域協議会の役割を障がい者自立支援協議会が担うことになっています。
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２ 令和2年度 障がい者差別解消に係る相談対応状況

【新潟県・内閣府が実施する相談状況調査】より

年度 分類

燕市
※令和３年1月17日時点

県全体
※燕市含む

※令和2年9月末時点

件数 相談種別 障害種別

Ｒ1年度

行政機関等 2件

①合理的配慮の提供
②合理的配慮の提供

①身体障がい
②精神障がい

19件

事業所 0件 ー ー 24件

Ｒ2年度

行政機関等
3件

①環境の整備
②合理的配慮の提供
③不当な差別的取り
扱い

①身体障がい
②身体障がい
③精神障がい

11件
※令和2年9月末時点

事業所 0件 ー ー
10件

※令和2年9月末時点

県警や県教育委員会、各市町村の窓口等に寄せら
れた相談の合計です。

※Ｒ2年5月新潟県が行政機関向けの事例集を作成しました。これを受け、燕市では関係機関に周知すると
ともに、相談対応の参考にしています。（別添２『障害者差別に関する事例集』参照）

詳細は、別添１「燕市における障がい者
差別解消に係る相談事例」参照。

詳細は、別添１「燕市における障がい者
差別解消に係る相談事例」参照。
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３ 令和２年度の取組（１） ～市職員への研修～

≪行政実務基礎研修（新採用職員向け）≫

●実施日：7月27日（月）

●対象者：燕市職員（Ｒ2年4月1日採用）

●参加数：２０人

●内 容：研修カリキュラムの一つとして、『障害者差別解消法』及び

『職員対応要領及び対応マニュアル』について説明。

総務部総務課人事係による研修会開催

≪職員対応マニュアル≫
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３ 令和２年度の取組（２） ～手話言語に関する普及啓発①～

①市広報を活用しての普及啓発

出典：広報つばめ令和3年1月1日号掲載
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※燕市中央公民館

②図書館手話関連本展示（R2.12.3~27） ③かんたんな手話を使った絵本の読み聞か
せ講座の開催

※そのほか、要望に応じて手話出前講座（③も含む）を6回開催（令和3年1月17日時点）。

※吉田図書館は
改修工事中のた
め吉田公民館に
手話啓発チラシ
を掲示しました。

←燕図書館

←分水図書館

３ 令和２年度の取組（２） ～手話言語に関する普及啓発②～
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３ 令和２年度の取組（３） ～ヘルプマーク・ヘルプカードの普及・啓発～

●配布状況

燕市 令和2年9月末時点

ヘルプマーク
（ストラップ） 279

ヘルプカード
228

県全体
※燕市含む

令和2年9月末時点

ヘルプマーク
（ストラップ） 3,597

ヘルプカード
2,843

配布数は、新潟市に次いで県内で2番目に多いです！

●配布場所

①燕市社会福祉協議会（法人本部、燕支所、分水支所）

②児童研修館・こどもの森

③燕市役所
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４ 今後の取組方針

•こころのバリアフリーに向けて、手話やヘルプマークなどの

普及啓発に努めていきます。

•障がい特性の理解を目的とした市民向けの講座を開催します。

市民・企業等への

普及啓発

•関係部署と連携し、相談者に寄り添った対応を心がけていき

ます。

•新潟県の事例集などを参考にし、柔軟な対応を行っていきま

す。

相談者に寄り添った

相談対応

•寄せらせた相談を自立支援協議会に報告します。

•自立支援協議会で、燕市で必要とされる取組等について協議

します（年1回を目安）。

自立支援協議会を

活用した協議の継続


